
プレスリリース

１．補正の考え方

２．補正後予算額

◎ 令和元年度への繰越事業について（別紙参照） （単位：千円）

令和 元 年度 6 月補正予算（案）の概要について

令 和 元 年 5 月 27 日

政策部財政経営課

今回の補正予算は、当初予算編成後の事由（補助事業等の内定があったもの、緊急を要するもの
等）により、必要最小限の変更を行います。

（単位：千円）

2 特別会計 17,954,000

会計名称 補正前予算額 補正額 補正後予算額

1 一般会計 32,970,000 797,837 33,767,837

5,610 17,959,610

 ① 国民健康保険事業特別会計 8,213,000 0 8,213,000

 ② 国民健康保険診療所事業特別会計 153,000 0 153,000

0 994,000

 ④ 介護保険事業特別会計 8,060,000 2,189 8,062,189

 ⑤ 介護サービス事業特別会計 97,000 3,421 100,421

 ③ 後期高齢者医療事業特別会計 994,000

0 192,000

 ⑦ 浄化槽整備推進事業特別会計 223,000 0 223,000

 ⑧ 港湾整備事業特別会計 22,000 0 22,000

 ⑥ 集落排水事業特別会計 192,000

8,649 2,177,626

  病院事業会計 2,168,977 8,649 2,177,626

合　計 53,092,977 812,096 53,905,073

3 企業会計 2,168,977

備　考特定財源

　一般会計 30 1,364,643 763,058 うち、1件は継続費逓次繰越

会計名称 件数 繰越額
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３．補正予算の内容

 (1) 一般会計補正予算（第1号）

　 ＜主な内容＞

①補助事業等の内定があったもの

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

教育・保育給付支給認定事業【保育幼稚園課】
　10月から実施予定の幼児教育・保育無償化に係るシステム改修に必要な補正（歳入補正額：
4,359千円、歳出補正額：4,359千円）を行います。

子どものための教育・保育給付費(保育給付費)【保育幼稚園課】
　旧比地二幼稚園跡地に幼保連携型認定こども園を整備するための増額補正のほか、小規模保育事
業所を新たに2カ所整備するために必要な補正（歳入補正額：140,321千円、歳出補正額：167,100
千円）を行います。

原子力・エネルギー教育支援事業（小学校）【学校教育課】
市内３小学校（麻・仁尾・財田）において、国庫補助を活用した、県の「原子力・エネルギー教

育支援事業」を実施するために必要な補正（歳入補正額：792千円、歳出補正額：794千円）を行い
ます。

プレミアム付商品券事業【福祉課】
　消費税率の引上げが消費に与える影響を緩和すること等を目的として、低所得者及び子育て世帯
を対象に国のプレミアム付商品券事業を実施するために必要な補正（歳入補正額：428,292千円、
歳出補正額：428,292千円）を行います。

ため池ハザードマップ緊急支援事業【土地改良課】
　国の追加割当を受け、ため池の防災対策事業として実施するハザードマップ等作成業務に係る増
額分について補正（歳入補正額：36,500千円、歳出補正額：47,693千円）を行います。

小学校総務管理事業【教育総務課】
　当初予算計上済の桑山小学校外壁改修工事について、交付金（国費）の交付決定があったことに
よる補正（歳入補正額：5,000千円）を行います。

介護保険事業特別会計等操出金【介護保険課】
　低所得者保険料軽減に伴う国庫負担金等を操り出すために必要な補正（歳入補正額：27,945千
円、歳出補正額：37,870千円）を行います。

中学校総務管理事業【教育総務課】
　和光中学校体育館外壁改修及び照明改修工事について、交付金（国費）の交付決定があったこと
による補正（歳入補正額：23,000千円、歳出補正額：42,828千円）を行います。

原子力・エネルギー教育支援事業（中学校）【学校教育課】
市内２中学校（高瀬・仁尾）において、国庫補助を活用した、県の「原子力・エネルギー教育支

援事業」を実施するために必要な補正（歳入補正額：628千円、歳出補正額：629千円）を行いま
す。

心の交流事業（小学校）【学校教育課】
市内５小学校（桑山・本山・仁尾・曽保・財田）において、国庫補助を活用した、県の「いじ

め・不登校・暴力行為等の未然防止事業」を実施するために必要な補正（歳入補正額：530千円、
歳出補正額：535千円）を行います。

心の交流事業（中学校）【学校教育課】
高瀬中学校において、国庫補助を活用した、県の「いじめ・不登校・暴力行為等の未然防止事

業」を実施するために必要な補正（歳入補正額：106千円、歳出補正額：108千円）を行います。

小学校英語学習環境整備事業【学校教育課】
大見小学校において、英会話ロボットや大型絵本等の教材を活用し英語教育の充実を図ることを

目的として、県補助を原資に「小学校英語学習環境整備事業」を実施するために必要な補正（歳入
補正額：500千円、歳出補正額：751千円）を行います。
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●

●

②その他、緊急を要するもの等

●

●

●

ア　歳出／所属別 （単位：千円）

教　育
委員会
事務局

教 育 総 務 課 42,828 中学校総務管理事業(42,828)

人 権 教 育 課 181 人権教育推進事業費(181)

道徳教育地域支援委託事業【学校教育課】
詫間中学校において、国庫補助を活用した、県の「道徳教育地域支援委託事業」を実施するため

に必要な補正（歳入補正額：200千円、歳出補正額：204千円）を行います。

人権教育推進事業【人権教育課】
高瀬中学校が文部科学省の人権教育研究指定校事業の指定内示を受けたことにより、県委託費を

原資に人権教育研究を実施するために必要な補正（歳入補正額：180千円、歳出補正額：181千円）
を行います。

公有財産管理事業【管財課】
　詫間支所等仮移転に伴う移転費用及び移転先改修工事に必要な補正（歳出補正額：9,682千円）
を行います。

駐車場管理事業【管財課】
　高瀬駅自転車置場仮設工事に必要な補正（歳出補正額：1,950千円）を行います。

企業立地促進事業【産業政策課】
　民間企業が実施する土壌汚染状況調査等に対する経費の一部を補助し、企業立地の実現に向けて
側面支援を行っていくために必要な補正（歳出補正額：50,000千円）を行います。

所属名称 補正額 補正額の主なもの（数値は補正額）

総務部 管 財 課 11,632 公有財産管理事業(9,682)、駐車場管理事業(1,950)

政策部 産 業 政 策 課 50,000 企業立地促進事業(50,000)

健　康
福祉部

健 康 課 1,729 
保健衛生費一般事業(1,453)、未熟児養育医療費支給事
業(276)

介 護 保 険 課 37,870 介護保険事業特別会計等繰出金(37,870)

保育幼稚園課 171,459 
子どものための教育・保育給付費(保育給付費)
(167,100)、教育・保育給付支給認定事業(4,359)

福 祉 課 429,137 
プレミアム付商品券事業(428,292)、障害福祉一般
(819)、災害救助費(平成30年7月豪雨)(26)

子育て支援課 1,435 放課後児童クラブ運営事業(1,435)

建　設
経済部

土 地 改 良 課 47,693 ため池ハザードマップ緊急支援事業(47,693)

建 設 港 湾 課 0 社会資本整備総合交付金事業(組替）

学 校 教 育 課 3,021 

原子力・エネルギー教育支援事業(小学校費)(794)、小
学校英語学習環境整備事業(751)、原子力・エネルギー
教育支援事業(中学校費)(629)、心の交流事業(小学校
費)(535)、心の交流事業(中学校費)(108)、道徳教育地
域支援委託事業(204)

生 涯 学 習 課 852 マリンウェーブ管理運営事業(852)

合　計 797,837 
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イ　歳出／性質別 （単位：千円、％）

ウ　歳入 （単位：千円、％）

 (2) 介護保険事業特別会計補正予算（第1号）
　＜主な内容＞

 (3) 介護サービス事業特別会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

 (4) 病院事業会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

本件に関する問合せ先
　三豊市政策部財政経営課　
　℡：0875ｰ73-3010（直通）
　Email：zaisei@city.mitoyo.lg.jp

合　計 797,837 100.0 

繰 入 金 127,922 16.0 財政調整基金繰入金(127,922)

性質別区分 補正額 構成比 補正額の主なもの（数値は補正額）

義務的
経  費

人 件 費 500 0.1 時間外勤務手当(500)

27.5 

子どものための教育・保育給付費(保育給付
費)(167,100)、中学校総務管理事業
(42,828)、公有財産管理事業(6,303)、駐車場
管理事業(1,950)

その他
の経費

物 件 費 485,641 60.9 
賃金(6,518)、旅費(43)、需用費(5,850)、役
務費(4,145)、備品購入費(1,870)、委託料
(463,662)、その他物件費(3,553)

維 持 修 繕 費 98 0.0 その他維持補修費(98)

補 助 費 等 54,036 6.8 国に対するもの(276)、その他補助費(53,760)

繰 出 金 37,870 4.7 事務費操出金(介護保険事業特別会計37,870)

投資的
経  費

普 通 建 設
事 業 費

219,692 

款名称 補正額 構成比 補正額の主なもの（数値は補正額）

国庫支出金 298,225 37.4 
保育所等整備交付金(140,321)、プレミアム付商品券
事業費補助金(108,292)、学校施設環境改善交付金
(28,000)、介護保険費国庫負担金(18,630)

県 支 出 金 51,690 6.5 
ため池ハザードマップ緊急支援事業補助金
(36,500)、介護保険費県負担金(9,315)、子ども・子
育て支援事業県補助金(4,359)

観音寺信用金庫から指定寄附を受け、認定調査事業に使用する車両の購入に伴う対応を行い
ます。

観音寺信用金庫から指定寄附を受け、通所介護事業に使用する車両の購入に伴う対応を行い
ます。

　西香川病院のナースコール不具合による更新費用について対応を行います。

諸 収 入 320,000 40.1 プレミアム付商品券負担金(320,000)

合　計 797,837 100.0 
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別紙

（単位：千円）

特定財源

10　教育費 ４　幼稚園費 山本地区就学前施設建設事業 保育幼稚園課 346,851 330,214

346,851 330,214

（単位：千円）

特定財源

人事管理事業（会計年度任用職員制度
等導入支援業務）

人事課 1,026 0

公有財産管理事業 管財課 4,270 3,400

２ 徴税費 賦課徴収一般事業 税務課 4,914 0

３ 民生費 １ 社会福祉費 プレミアム付商品券事業 福祉課 4,574 4,574

市単独補助土地改良事業 土地改良課 10,000 0

単県土地改良事業 土地改良課 43,324 2,500

県営ため池等整備事業 土地改良課 39,214 0

県営広域営農西讃団地農道整備事業 土地改良課 150 0

県営農業用河川工作物応急対策事業 土地改良課 2,520 0

林道維持管理事業 農林水産課 1,000 478

治山事業 農林水産課 3,617 1,808

３ 水産業費 漁港施設機能強化事業 建設港湾課 62,520 50,008

市道維持管理事業 建設港湾課 44,494 0

社会資本整備総合交付金事業 建設港湾課 217,111 204,681

単独県費補助事業 建設港湾課 4,500 4,408

市単独道路橋りょう新設改良事業 建設港湾課 123,150 66,200

新設小学校周辺道路橋りょう改良事業 建設港湾課 1,500 1,400

３ 河川海岸費 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 建設港湾課 53,010 34,125

４ 港湾費 港湾単独県費補助事業 建設港湾課 14,000 426

９ 消防費 １ 消防費 水防一般費 危機管理課 13,538 0

２ 小学校費
小学校総務管理事業（ブロック塀改修
工事及び空調施設整備工事）

教育総務課 78,114 15,272

３ 中学校費
中学校総務管理事業（ブロック塀改修
工事）

教育総務課 5,223 0

林業施設災害復旧事業費 農林水産課 10,070 4,220

現年度農地・農業用施設災害復旧事業 土地改良課 117,330 0

過年度農地・農業用施設災害復旧事業 土地改良課 58,436 0

現年度公共土木補助災害復旧費 建設港湾課 36,657 35,789

現年度公共土木単独災害復旧費 建設港湾課 51,565 0

現年度公立学校施設災害復旧補助事業 保育幼稚園課 3,683 3,555

現年度公立学校施設災害復旧単独事業 保育幼稚園課 8,282 0

1,017,792 432,844合      計

款 項 事　業　名 担当課

翌年度
逓次繰越額

平成30年度繰越明許費繰越事業

合      計

款 項 事　業　名 担当課

■一般会計

平成30年度継続費逓次繰越事業

２ 公共土木施設災害復旧費

３ 文教施設災害復旧費

２ 総務費

10 教育費

11 災害復旧費

１ 総務管理費

２ 林業費

２ 道路橋りょう費

１ 農林水産施設災害復旧費

６ 農林水産業費

１ 農業費

８ 土木費

翌年度
繰越額
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